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様 式 一 覧

※提出書類は、A4 判用紙、縦型、横書き、左綴じでページ番号を付けること。添付書

類も含め、A4 判フラットファイルに綴じ提出すること。

様式番号 様 式 名 称

様式第１号 質問書

様式第２号 プロポーザル参加申込書

様式第３号 プロポーザル参加申込受付票

様式第４号 審査に係る提案書類提出書

様式第５号 提案書（審査項目①～⑩）

様式第６号 提案書（年間スケジュール）

様式第７号 見積書

様式第８号 参加辞退届



様式第１号

令和 年 月 日

精華町長 様

業者名

代表者名

TEL
FAX

質 問 書

業務名：令和８年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業業務委託

上記業務について下表の通り質問いたしますので、ご回答お願いします。

【注】

1 令和８年４月２０日（月）正午までに提出のない場合は、質問事項がないものとして取り

扱います。

2 回答は、令和８年４月２２日（水）午後３時以降に精華町ホームページに掲載します。

3 質問書は、ＦＡＸ又は電子メールで提出してください。（持参、郵送は不可）

4 質問事項は、明瞭・簡潔に記載してください。

5 質問事項がない場合は、提出不要です。

質 問 事 項



様式第２号

プロポーザル参加申込書

令和 年 月 日

精華町長 杉浦 正省 様

所在地

会社名

代表者名 印

令和 8年 4月 13日付で公告のありました令和 8年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型
事業に係る公募型プロポーザルに参加します。また、下記の内容について事実と相違ないこと

を誓約します。

記

１．参加資格について

連絡先

部署等名称： 担当者氏名：

電 話： ファクス：

Mail ｱﾄﾞﾚｽ：

内容 チェック欄

精華町における競争入札参加資格を有する者である □はい□いいえ

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により一般競争入札への参加を排除されてい

ない者である
□はい□いいえ

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続き開始の申立てをした者にあっては、更正計画の認可

がされていない者又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てをした者（会社

更生法にあっては更生手続き開始の決定、民事再生法にあっては再生手続き開始の決定を受けている者を除く。）

でない者である

□はい□いいえ

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）等に抵触する行為を行っていない者

である
□はい□いいえ

業務責任者として、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係のある者を配置できるものである □はい□いいえ

本プロポーザルの参加申込書の提出期限日から本業務の契約の相手方の特定までの期間において、精華町の工事等

契約に係る指名停止等の措置要綱（平成１７年精華町要綱第９号）に基づく指名停止措置を受けていない
□はい□いいえ

精華町暴力団排除条例（平成２３年精華町条例第３０号）第２条第４号に規定する暴力団員等でない □はい□いいえ

宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体でない □はい□いいえ

精華町の男女共同参画の推進について理解し、これに積極的に協力できる □はい□いいえ



様式第３号

プロポーザル参加申込受付票

＊業務名 令和 8年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業

割

印

プロポーザル参加申込受付確認票

＊業務名 令和 8年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業

上記業務のプロポーザル参加申込書等については、本日受け付けしました。

様

受 付 印

会 社 名

所 在 地

代表者名

電話番号



様式第４号

令和 年 月 日

審査に係る提案書類提出書

精華町長 様

参加者 住 所

商号又は名称

代表者 印

担当者 氏 名

所 属

電 話

ＦＡＸ

Ｅﾒｰﾙ

令和 8年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業業務委託の募集要項に基づき、審査
に係る提案書類を提出します。



様式第５号（審査項目①）

提案書（実施体制）

本事業の実施体制について次に掲げる事項を必ず明らかにし１頁以内でまとめてください。

①本事業の主担当者氏名、役職、勤務先住所、日中の連絡先

②事業実施体制や業務役割分担



様式第５号（審査項目②）

提案書（事業に関する実績）

他自治体において、同様の事業を実施した実績がある場合は、次に掲げる事項を必ず明らかにし１

頁以内にまとめてください。

①自治体名、事業名称、実施期間、事業を実施することにより得られた効果



様式第５号（審査項目③）

提案書（個人情報・危機管理・トラブル対応等の取り組みの取扱いについて）

本事業を行う上での個人情報の取扱いや危機管理体制について次に掲げる事項を必ず明らかにし１

頁以内にまとめてください

①個人情報の取扱いに関する方針、守秘義務に関する取り組み、個人情報の漏洩等の防止策

②緊急事態発生時の判断・対応指示を行う責任者、トラブル発生時の町への報告方法

③考えられるトラブルに対する防止対策



様式第５号（審査項目④）

提案書（情報発信・啓発に関する内容）

情報発信・啓発に関して、次に掲げる事項を必ず明らかにし１頁以内でまとめてください。

※チラシを町広報誌に折り込む場合は配布月の前月の１５日ごろに印刷物を広報折込業者に納入す

る必要があります。

①周知方法、周知先、周知時期

②申込受付方法、受講希望者が多数になった際の選考方法

③参加者との連絡方法



様式第５号（審査項目⑤）

提案書（セミナーや講義に関する内容）

講座の内容に関して、次に掲げる事項を必ず明らかにし２頁以内でまとめてください。

①把握している対象者の現状やニーズについて

②基礎講座の実施時期や時間帯、講座時間、回数、講師、内容について

③ステップアップ講座の実施時期や時間帯、講座時間、回数、講師、内容について。デジタル人材

育成講座を実施する場合は取得できるデジタルスキルについても記載すること。



様式第５号（審査項目⑥）

提案書（セミナーや講義フォローアップの実施方法）

セミナーや講義の支援体制について、次に掲げる事項を必ず明らかにし２頁以内でまとめてくださ

い。

①セミナーや講義でデジタルデバイスを使用する場合の機器の貸出し対応の有無について。

②託児体制の有無

③受講中、受講後のフォローアップ体制について



様式第５号（審査項目⑦）

提案書（交流会に関する内容）

交流会の内容に関して、次に掲げる事項を必ず明らかにし２頁以内でまとめてください。

①実施時期、実施回数、対象者

②交流会の実施方法や内容。単発実施か他の講座との抱き合わせかについても記載すること。

③想定している実施場所

④女性起業者同士のネットワーク構築に繋がる工夫の有無



様式第５号（審査項目⑧）

提案書（受講後アンケートの実施方法について）

受講後アンケートに関して、次に掲げる事項を必ず明らかにし１頁以内でまとめてください。

①回収率を高めるための工夫

②受講後の参加者の起業状況把握の可否について。可能の場合はその方法について記載すること。

事業者のみでの実施が難しい場合であっても町と協力することで可能になる場合はその方法につい

て記載すること。



様式第５号（審査項目⑨）

提案書（独自性に関する内容）

仕様書に定めた事項以外で、本事業を遂行する上で効果的な独自提案があれば２頁以内でまとめて

ください。



様式第５号（審査項目⑩）

提案書（認定事業者の有無）

認定の有無について該当の有無を明らかにしてください。該当する場合はそのことが確認できる資

料を添付すること。

えるぼし認定企業 （該当・非該当）

くるみん認定企業 （該当・非該当）

ユースエール認定企業（該当・非該当）



様式第６号

提案書（年間スケジュール）

本事業の年間スケジュールについて１頁以内でまとめてください。



様式第７号

令和 年 月 日

精華町長 様

参加者 住 所

商号又は名称

代表者 印

見 積 書

精華町契約規則及び仕様書、その他の見積条項を承知のうえ、下記のとおり見積りい

たします。

１．業務名

令和８年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業業務委託

２．履行場所

精華町内

３．見積金額

※ 金額は、契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額（消費税及び地方消費税

を除いた金額）とし、「￥」を記載すること。

【添付書類】

見積金額について内訳書を添付すること。内訳書は人件費（報酬、給料及び職員手当等）、報償費（講

師費用等）、旅費、交通費、需用費、役務費、使用料及び賃借料、報酬、共済費等、改修費、など諸経

費の内訳が判別できるようにできるだけ詳細に記載すること。なお、消費税及び地方消費税は、税率

１０％で算出すること。

円



様式第８号

令和 年 月 日

参加辞退届

精華町長 様

参加者 住 所

商号又は名称

代表者 印

担当者 氏 名

所 属

電 話

ＦＡＸ

Ｅﾒｰﾙ

令和８年度精華町デジタル人材・起業家育成支援型事業業務委託の募集要項に基づ

き、プロポーザル参加申込書等を提出しましたが、辞退します。


